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那覇空港の総合的な調査のとりまとめ

那覇空港調査連絡調整会議では、那覇空港が抱える課題と対応策について、平成

１５年度から「那覇空港の総合的な調査」を実施してまいりました。

那覇空港の総合的な調査で得られた内容および県民の皆様のご意見等を踏まえ

た結果、今後は、これまで実施してきた調査段階から、抜本的な将来対応方策の

実施に向けた具体的な検討を行う構想・施設計画段階へ移行することが適切で

あると判断し、「那覇空港の総合的な調査」を終了することとします。

また、「那覇空港の総合的な調査」終了に伴い、総合的な調査の円滑かつ効率的な

推進に資することを目的に設置した「那覇空港調査連絡調整会議」についても解

散いたします。

平成１５年度から実施してきた那覇空港の総合的な調査について、多くのご意

見をお寄せ頂きありがとうございました。

平成20年1月

那覇空港調査連絡調整会議

＊那覇空港調査連絡調整会議の構成メンバ－

内閣府沖縄総合事務局、国土交通省大阪航空局、沖縄県

おわりに

資料編

総合的な調査の結果概要

STEP-3
STEP-2

STEP-1

PI PI PI

貴重なご意見

ありがとうございました。
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ステップ１  那覇空港の現状、課題、将来像

総合的な調査の結果概要資料編

1

1

滑走路１本の空港としての利用度の高さは、国内２番目となっており、

また、県民の足として本島と離島とを連絡しているため、主要空港の中では小型機の割合が高くなっています。

那覇空港の利用状況

羽田（3）

成田（2）

福岡（1）

伊丹（2）

那覇（1）

関西（1）

中部（1）
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●主要空港の国内線機材構成比（定期便）
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ジャンボ（B747）
大型ジェット（B777）
中型ジェット（A300、B767）

小型ジェット（B737、A320、MD81等）
小型プロペラ（DHC-8、BN-2等）

資料）「JR時刻表（2006年10月）」

11.9万回

国内・国際合わせて約24万トンの貨物が取り扱われています。

自衛隊等も利用する空港です。

観光客を中心に旅客は年々増加しており、観光客やビジネス客のほとんど（９８％）は

空路により沖縄を訪問しています。

国内線旅客数は、観光客を中心に増加傾向を続けており、

2006年度には約1,420万人に達しています。2005年からは、

24時間運用の特性を活かし、夏季における深夜旅客便の

運航が開始されました。

国際線旅客の約70%は外国人旅行者であり、台湾からの

訪問客が多く、最近では、韓国や中国からの訪問客も増

加しています。

●国内線路線数と旅客数の推移

（年度）

資料）国土交通省大阪航空局那覇空港事務所

約1,420
万人

5

10

15

20

25

30

35

40

0

1,400

1,600

1,200

1,000

800

600

400

200

■ ■

● ●

国際海洋博覧会

米国テロの発生

米国テロの発生

格安海外旅行
との競合激化

■ ■ ■

■
■ ■

■ ■

■ ■ ■
■ ■

■

■ ■ ■■ ■
■ ■
■

■ ■ ■

■

■

■
■ ■
■ ■
■ ■

●

●
●

●

●

●

●

● ●
● ● ●

● ● ●
●

●

●

● ●
● ● ●

●
●

●

●

● ●
●

●

● ●

●

修学旅行航空機
利用解禁

経済的支援による
航空運賃引き下げ

国内線路線数

年間旅客数（万人）

■
国
内
線
路
線
数

●
年
間
旅
客
数
（
万
人
）

●

■

1972 77 82 87 92 97 02 2006 （年度）

約30
万人

資料）国土交通省大阪航空局那覇空港事務所

■■

■ ■ ■ ■

■

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■

■■

■

■

■ ■ ■

■

■

■

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

●

●
●

●

●

●

●
●

●

●
●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

● ● ●

●

● ●

● ●

●

●

● ● ●

■ ■

● ●

国際線路線数

年間旅客数（万人）

1972 77 82 87 92 97 02 2006

8

7

6

5

4

3

2

1

0

60

50

40

30

20

10

0

■
国
際
線
路
線
数

●
年
間
旅
客
数
（
万
人
）

●国際線路線数と旅客数の推移

国内線路線数

年間貨物量（万トン）

■ ■

● ●

5

10

15

20

25

30

35

40

0

15

10

25

20

5

0

■
国
内
線
路
線
数

●
年
間
貨
物
量
（
万
ト
ン
）

1

2

3

4

5

6

7

8

0

0.8

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0

国際線路線数

年間貨物量（万トン）

■ ■

● ●

■
国
際
線
路
線
数

●
年
間
貨
物
量
（
万
ト
ン
）

1972 77 82 87 92 97 02 06（年度）1972 77 82 87 92 97 02 06（年度）

●

●

●
● ● ●

●

●
●
●
●
●

●
●
●

●
●

●

●
●

●
● ●
●

●
● ●

●

● ●
●
●

● ●

●

■■ ■

■
■ ■

■ ■

■ ■ ■
■ ■

■

■ ■ ■ ■
■
■
■
■

■ ■ ■

■

■

■
■ ■
■ ■
■ ■

■ ●

●

●

●

●
●

●

●

● ●

●

●
●

●

●

●
●

●

●

●

● ●

● ●
●

●

●

●

●

●

● ● ●

●

●

■■

■ ■ ■ ■

■

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■

■■

■

■

■ ■ ■

■

■

■

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

約24
万トン

約0.3
万トン

●国内線路線数と貨物量の推移 ●国際線路線数と貨物量の推移

資料）国土交通省大阪航空局那覇空港事務所 資料）国土交通省大阪航空局那覇空港事務所

※自衛隊機等とは、自衛隊、海上保安庁、警察などの航空機

那覇空港は国土交通大臣が設置管理する第二種空港です

が、自衛隊機等※も利用する空港で、我が国の国土防衛な

どの上で重要な役割を担っております。自衛隊機等の発着

回数は、2006年度において年間約2.2万回（全体の約2割）

となっています。

那覇空港は、県民の日々の暮らしや経済活動を支えるために必要不可欠な社会基盤です。
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県外本土便
（n=3013）

県内離島便
（n=981）

観光 ビジネス 帰省 親族訪問、友人訪問

買い物 医療機関の利用 その他

42.6

16.2 35.8 21.9 11.5
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32.6 4.1 7.7 7.8 5.1

2 那覇空港の役割と効果

島嶼県である沖縄県は、本島・離島にかかわらず、多く

の県民が那覇空港を利用しています。その利用目的の

中心は、観光・ビジネス、帰省ですが、例えば「医療機関

にでかける」、「親元を離れ学校に通う子供に会う」など

日常生活の交通として利用する県民も少なくありま

せん。特に離島の県民においてこの傾向が顕著であり、

このような生活交通を支える機能は那覇空港の特徴

となっています。

●那覇空港の利用目的別旅客構成比

貨物専用便については、これまで深夜時間帯でのチャーター便運航は行われていましたが、2006年からは定期便の運航も

始まりました。
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＊貨物輸送においても、那覇空港は様々な形で利用され

ています。例えば、県外地域との間で工業品や農水産

品を郵送する際に航空が利用される率が全国平均を

大きく上回っています。

＊また、近年では、那覇空港から本土に出荷される県産

の花、やさい、果物の量が増加しており、那覇空港への

依存度は年々高まっています。
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資料）第７回全国貨物純流動調査（物流センサス）（2000年版）（国土交通省）

（年）

（トン）

10,0002,000 4,000 6,000 8,000 12,0000

1981

1986

2001

2004

4,125

5,688

6,181 9,716

10,001

●沖縄産品の航空輸送実績の推移（野菜）

資料）沖縄県の園芸・流通（平成18年3月）（沖縄県農林水産部）

●交流による経済波及効果の推移（空路・海路両方を含む）

資料）「第46回沖縄県統計年鑑平成14年度」、「沖縄における旅行・観光の経済波及効果調査（沖縄県

観光リゾート局）」など　注：1973、1983年値には若干の離島と本土の直行便による効果も含む。

空港自体が大きな産業として
県民の働く職場を創出しています。

空港内で働く人

約3,800人
生産額

約320億円/年
1日平均利用旅客数：約3万4千人

生産額

約240億円/年
空港と関係のある業種

約2,500人
航空会社の取引企業やレストランに
食材を卸す業者など

波及効果

観光客など県外からの来訪者が年間約480万人、
その経済波及効果は約4,900億円にのぼります。

空路：4,900億円
海路：　 90億円

バス、タクシーなど運送業

観光施設、レジャー産業

卸売・小売など商業
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空路：490億円
海路：160億円

観光客の来訪に
よる直接の経済効果は

約3,498億円

●（参考）観光による直接効果

＊航空便利用による農産物の県外市場開拓（約130億円／

年と試算）により、生産波及効果が約222億円、所得効果

が約93億円／年、雇用創出効果が約5,300人にのぼると

想定されます。

＊また、航空便利用の商品輸送により納期が短縮され、輸

送時間の短縮に伴う効果は約249億円／年に相当し、また、

航空便利用による輸送費用の増加を考慮した場合でも

33億円／年にのぼると想定されます。

効果は？

沖縄県の将来像を記した上位計画（「沖縄振興計画」平成14年7月内閣総理大臣決定）では、「平和で安らぎと活力

のある沖縄県」と描かれ、その実現に向けて、4つの役割が那覇空港に求められています。

3 沖縄の将来像の実現に向け、那覇空港が担う４つの役割

国際交流・協力拠点形成の支援 観光・リゾート地としての魅力向上の支援

県民生活の質的・安定向上の支援 地域の産業振興の支援

県民が安らぎと潤いのある生活を享受できる社会の実

現に向けて、国内外の地域との交流の円滑化を支えます。

沖縄の地域産業の活性化に向けて、効率的な物

流活動を支えます。

県民生活の高質化・安定化を支える

交流連携拠点3
企業の物流効率化を支える

交流連携拠点4

アジア太平洋諸国の方が沖縄により便利に来訪でき

るよう空港の機能も強化し、県内の国際交流の活発化

を支えます。

アジア太平洋地域における

国際交流・協力拠点1
国内外の観光客に対し、那覇空港をより便利で利用し

やすい施設とすることで、通年・滞在型の質の高い

観光・リゾート地―沖縄の形成を支えます。

アジア太平洋地域における

海洋リゾートのゲートウェイ2

沖縄振興計画に
基づく
那覇空港への
要請

総合的な調査の結果概要資料編

＊那覇空港は東アジアの主要な都市へは概ね1,500km圏内に

あります。沖縄県においては、この地理的優位性を活かす

べく、観光・物流等の面で様々な取り組みが進められてい

ます。

＊沖縄県のリーディング産業である観光は、今、更なる発展の

「追い風」が吹いており、沖縄は、成長を続ける中国沿岸部、台

湾、韓国のどこからも近く、最寄りの旅行先として好位置に

あり、多くの旅行客を誘致することが期待されています。

＊沖縄県では、これら地域の人々を沖縄に引き込むことを

目標に沖縄観光の国際化に向けた各種事業を展開して

います。ステップ２では、国際航空路線網の中長期的な

展開として、経済成長の著しい中国沿岸地域において、

亜熱帯性海洋リゾート地である沖縄の自然特性を活か

した観光誘致が可能な北京、大連、青島への路線展開に

ついて検討を行いました。今後とも関係機関と協力して

海外における沖縄県の知名度を高め、外国人旅行者の受

け入れ体制を整え、東アジア地域の近隣空港との国際路

線網の開設に向け積極的な取り組みを進めていくこと

としています。

＊また、沖縄県では、那覇空港において、アジアとの近接性

や国内路線との豊富な接続性、２４時間空港等の優位性

を活かし、日本本土とアジアの各主要都市を効率的に結

ぶ、国際物流拠点の形成に向けて取り組んでいくことと

しています。

●東アジアにおける那覇空港の位置

●平成１９年４月現在の国際航空路線

■今後路線拡充に向けた取り組みが実現した場合の国際航空路線（ステップ２）

▲（参考）国内主要空港

※マニラ便については平成１９年８月１日から運休
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＊貨物輸送においても、那覇空港は様々な形で利用され

ています。例えば、県外地域との間で工業品や農水産

品を郵送する際に航空が利用される率が全国平均を

大きく上回っています。

＊また、近年では、那覇空港から本土に出荷される県産

の花、やさい、果物の量が増加しており、那覇空港への

依存度は年々高まっています。
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資料）第７回全国貨物純流動調査（物流センサス）（2000年版）（国土交通省）
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資料）沖縄県の園芸・流通（平成18年3月）（沖縄県農林水産部）
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資料）「第46回沖縄県統計年鑑平成14年度」、「沖縄における旅行・観光の経済波及効果調査（沖縄県

観光リゾート局）」など　注：1973、1983年値には若干の離島と本土の直行便による効果も含む。
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夏の観光リゾート地であること、本土から距離が離れてい

る地理的特性から、那覇空港では、夏場の観光シーズンや

年末年始などには予約が取りづらく、また、那覇空港に到

着する便は11～12時頃に集中しています。

その結果、希望する便の予約がとれず、沖縄に来訪するこ

とを取りやめる人もおり、県経済に影響が生じています。

また、便の発着が多い時間帯には、滑走路手前や誘導路で

の待機などにより、出発や到着に遅れが発生していること

から、定時性の確保は重要な課題であり、平行誘導路の二

重化や滑走路増設等の検討が必要となっています。

那覇空港の混雑に伴う様々な課題

4 那覇空港の課題

旅行自体の取り止め

訪問先を他地域に変更

121～324
億円／年

36%

64%

(月)

(%)

●年間旅客200万人以上の主要空港
●月平均の座席利用率と予約の取りやすさの関係
　（航空会社ヒアリングによる）
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羽田空港ピーク月

90％以上　利用者から苦情が出る。

80％以上　特定の日、時間帯で予約が取れない状況になる。

70％以上　予約が取れないという利用者の反応が出る。

資料）航空輸送統計年報（2003年）

＊「希望する沖縄行きの航空便の予約が取れなかった」

ことにより旅行を取り止めた方は、旅行自体を取り

止めたり訪問先を沖縄以外の地域に変更しています。

＊仮に、このような方が全て沖縄県に来ると仮定した

場合、その地域経済効果は、121～324億円/年にのぼ

るものと推計されます。

座席制約による旅行取りやめを解消した場合の地域経済効果

那覇空港の国際線旅客ターミナルビルは、オープ

ンして既に20年近く経過しており、これまでも増

築や機能向上が図られてきましたが、現国際線旅

客ターミナルビルの利便性の向上には限界があり

ます。また、貨物ターミナル地区については、「車両

動線」の輻輳や、「作業スペース」の狭隘化、施設配

置の問題などが指摘されておりますが、現ターミ

ナル地区内での機能向上は困難となっています。

そのため、これら施設について、旧ターミナル地区

の有効活用も含めたターミナル地域全体の整備の

検討が必要となっています。

ターミナル地域の課題

資料）全国旅行者アンケート調査（平成16年11～12月）

大変満足 満足 普通 不満 大変不満

n =3964n =146

20.5%

38.4%

26.7%

8.9%

33.1%

46.6%

15.2%

5.5% 4.0% 1.0%

アンケート調査では、国際

線ターミナルの利便性や快

適性などについて、国内線

ターミナルと比較して低い

評価となっています。

国際線旅客

ターミナルに対する

利用者の評価

●国内居住者の評価

国際線旅客ターミナル

●国内居住者の評価

国内線旅客ターミナル 航空会社

上屋前荷捌場の

混雑状況

（2004年3月6日）

総合的な調査の結果概要資料編

● ●● ● 那覇鹿児島◆ ◆ ▲ ▲大阪伊丹 ■ ■福岡 新千歳

ステップ2  那覇空港の将来需要予測及び空港能力の見極め2

1 概要

航空需要予測により、将来、那覇空港を利用する旅客数、航

空機発着回数等がどの程度になるか推計し、また、現在の

那覇空港の運用パターンを考慮した日発着回数を算定す

ることにより、現在の空港の機能や規模でいつ頃まで需要

に対応できるか検討を行いました。

2 航空需要予測

＊需要予測では、将来の経済指標や人口等の見通しをもと

に、那覇空港の将来の旅客数や貨物量、航空機の発着回

数について推計を行いました。需要予測で使用する経済

指標や人口等の社会経済指標等については、可能な限り

公的機関等による最新の予測値を活用しました。また、

公的機関等による予測値は幅を持っていることから、指

標を組み合わせて４つのケースについて推計を行いま

した。

＊需要予測の結果、那覇空港の航空需要は今後も増大を続

け、航空旅客数は2015年度においては、2004年度のおよ

そ1.1～1.3倍になるとの結果が得られました。

＊なお、本需要予測は自衛隊機等を除いた民間航空機につ

＊1  将来人口

国立社会保障・人口問題研究所が公表した全国及び市区町村別の将来推計人口

＊2  将来の経済成長

●全国のGDPは、「構造改革と経済財政の長期展望（2005年度改訂）（内閣府経

済財政諮問会議）」及び「日本21世紀ビジョン」をもとに、構造改革が進展し

た場合の成長率を「経済進展ケース」、構造改革が停滞した場合の成長

率を「経済停滞ケース」として設定し、さらに経済成長が低迷した場合を

想定し、バブル経済が崩壊した1990年代初頭からの10年間の成長率を

「リスクケース」として設定。

●沖縄県のGRPは、上記に加え、「沖縄振興計画」の目標が達成された場合の

成長率を「沖縄振興ケース」として設定。

＊3　百里・静岡空港は現在整備中

＊4　上海・台湾の那覇空港乗継客が直行便利用に転換し、乗継客がなく

なるものと想定
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夏の観光リゾート地であること、本土から距離が離れてい

る地理的特性から、那覇空港では、夏場の観光シーズンや

年末年始などには予約が取りづらく、また、那覇空港に到

着する便は11～12時頃に集中しています。

その結果、希望する便の予約がとれず、沖縄に来訪するこ

とを取りやめる人もおり、県経済に影響が生じています。

また、便の発着が多い時間帯には、滑走路手前や誘導路で

の待機などにより、出発や到着に遅れが発生していること

から、定時性の確保は重要な課題であり、平行誘導路の二

重化や滑走路増設等の検討が必要となっています。

那覇空港の混雑に伴う様々な課題

4 那覇空港の課題

旅行自体の取り止め

訪問先を他地域に変更

121～324
億円／年

36%

64%

(月)

(%)

●年間旅客200万人以上の主要空港
●月平均の座席利用率と予約の取りやすさの関係
　（航空会社ヒアリングによる）

1

50

60

70

80

90

100

0
~~

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

■

■

■

■ ■ ■
■

■
■

■
■

■

◆
◆

◆

◆

◆ ◆ ◆
◆ ◆

◆ ◆

◆▲

▲ ▲

▲

▲

▲
▲

▲
▲

▲

▲ ▲

●

●

●

●

●

●

●

●
●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●
● ●

●

●

●

羽田空港ピーク月

90％以上　利用者から苦情が出る。

80％以上　特定の日、時間帯で予約が取れない状況になる。

70％以上　予約が取れないという利用者の反応が出る。

資料）航空輸送統計年報（2003年）

＊「希望する沖縄行きの航空便の予約が取れなかった」

ことにより旅行を取り止めた方は、旅行自体を取り

止めたり訪問先を沖縄以外の地域に変更しています。

＊仮に、このような方が全て沖縄県に来ると仮定した

場合、その地域経済効果は、121～324億円/年にのぼ

るものと推計されます。

座席制約による旅行取りやめを解消した場合の地域経済効果

那覇空港の国際線旅客ターミナルビルは、オープ

ンして既に20年近く経過しており、これまでも増

築や機能向上が図られてきましたが、現国際線旅

客ターミナルビルの利便性の向上には限界があり

ます。また、貨物ターミナル地区については、「車両

動線」の輻輳や、「作業スペース」の狭隘化、施設配

置の問題などが指摘されておりますが、現ターミ

ナル地区内での機能向上は困難となっています。

そのため、これら施設について、旧ターミナル地区

の有効活用も含めたターミナル地域全体の整備の

検討が必要となっています。

ターミナル地域の課題

資料）全国旅行者アンケート調査（平成16年11～12月）

大変満足 満足 普通 不満 大変不満

n =3964n =146

20.5%

38.4%

26.7%

8.9%

33.1%

46.6%

15.2%

5.5% 4.0% 1.0%

アンケート調査では、国際

線ターミナルの利便性や快

適性などについて、国内線

ターミナルと比較して低い

評価となっています。

国際線旅客

ターミナルに対する

利用者の評価

●国内居住者の評価

国際線旅客ターミナル

●国内居住者の評価

国内線旅客ターミナル 航空会社

上屋前荷捌場の

混雑状況

（2004年3月6日）

総合的な調査の結果概要資料編

● ●● ● 那覇鹿児島◆ ◆ ▲ ▲大阪伊丹 ■ ■福岡 新千歳

ステップ2  那覇空港の将来需要予測及び空港能力の見極め2

1 概要

航空需要予測により、将来、那覇空港を利用する旅客数、航

空機発着回数等がどの程度になるか推計し、また、現在の

那覇空港の運用パターンを考慮した日発着回数を算定す

ることにより、現在の空港の機能や規模でいつ頃まで需要

に対応できるか検討を行いました。

2 航空需要予測

＊需要予測では、将来の経済指標や人口等の見通しをもと

に、那覇空港の将来の旅客数や貨物量、航空機の発着回

数について推計を行いました。需要予測で使用する経済

指標や人口等の社会経済指標等については、可能な限り

公的機関等による最新の予測値を活用しました。また、

公的機関等による予測値は幅を持っていることから、指

標を組み合わせて４つのケースについて推計を行いま

した。

＊需要予測の結果、那覇空港の航空需要は今後も増大を続

け、航空旅客数は2015年度においては、2004年度のおよ

そ1.1～1.3倍になるとの結果が得られました。

＊なお、本需要予測は自衛隊機等を除いた民間航空機につ

＊1  将来人口

国立社会保障・人口問題研究所が公表した全国及び市区町村別の将来推計人口

＊2  将来の経済成長

●全国のGDPは、「構造改革と経済財政の長期展望（2005年度改訂）（内閣府経

済財政諮問会議）」及び「日本21世紀ビジョン」をもとに、構造改革が進展し

た場合の成長率を「経済進展ケース」、構造改革が停滞した場合の成長

率を「経済停滞ケース」として設定し、さらに経済成長が低迷した場合を

想定し、バブル経済が崩壊した1990年代初頭からの10年間の成長率を

「リスクケース」として設定。

●沖縄県のGRPは、上記に加え、「沖縄振興計画」の目標が達成された場合の

成長率を「沖縄振興ケース」として設定。

＊3　百里・静岡空港は現在整備中

＊4　上海・台湾の那覇空港乗継客が直行便利用に転換し、乗継客がなく

なるものと想定
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3 発着回数から見た空港能力

＊運用パターンによる日発着回数

　旅客ニーズや相手空港の運用時間などを考慮するとと

もに、スライディングスケール法等を用いて算定した、

那覇空港の１時間当たりの滑走路処理容量の代表値で

ある３３（回／時）を超えないよう、１日の運用パターンを

設定した結果、日発着回数は３７０～３８０回となりました。

＊日発着回数と空港能力

　将来の那覇空港の日発着回数は、需要予測から得られた

民間航空機の日発着回数（国内線・国際線）に、自衛隊機

等の航空機の現状の平均的な日発着回数（84回／日）を加

えて求めました。運用パターンから求めた日発着回数と

将来の日発着回数とを比較した結果、2010～2015年度頃

には夏季を中心に航空旅客需要の増加に対応できなく

なるおそれがあることがわかりました。

●1日の運用パターン

（時間）

発着回数（回）

2004年8月実績 運用パターン

11 12 13 14 15 16 17 18 19 2120 22 236 7 8 9 10
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代表値33回
1日の発着回数　370～380回

●年平均日発着回数と空港能力
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総合的な調査の結果概要資料編

4 将来の航空サービスの見通し

現在、夏季ピークの８月における国内線の月平均座席利用

率は、全路線の平均で約75％となっており、航空会社によ

れば、「予約が取れないという利用者の反応が出る」状態

です。2015年度以降、増加する航空旅客に対し増便がで

きなければ、夏季ピーク月の月平均座席利用率は全路線

の平均で80％以上に達し、便の予約が困難さを増していく

ことが予想されます。

国内線におけるチェックインなどの諸手続での待ち時間

についても、夏季ピークでは現状で最大12分要しています

が、2015年度頃には20分程度になると予想され、その他の

航空サービスについても、現在の空港施設が変わらなけれ

ば航空サ－ビス全般の水準が現状よりも悪化することが

懸念されます。

●座席利用率

全便でほぼ満席。
空港へ行けば空席待ちで
時々席が取れる

現     状

将     来

2 0 0 4年

2 0 1 0年

2 0 1 5年

2 0 2 0年

約8 0 %～8 5 %

約7 5 %

約8 0 %～9 5 %

約8 5 %～1 0 0 %超

夏季ピーク（8月）平均年平均

約6 5 %

約6 5 %

約6 5 %～7 5 %

約6 5 %～8 5 %

月平均座席利用率（%） ～7 0% 7 0%～ 8 0%～ 8 5%～ 9 0%～

評価の目安を満足しない指数

1
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7
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9

1 0

1 1
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1 3

航空サービス指標 評価の目安 現状 将来の評価（2015年度）

●航空サービスの見通し

ほとんどの便で比較的

容易に予約ができる

予約が取れないという

利用者の反応が出る

ニーズの高い時間帯は

ほぼ満席

全便で予約を

取ることが困難

予約の

取りにくさの目安

離陸時の待ち時間

ピーク時における発着回数

座席利用率

チェックインなど諸手続きでの
待ち時間（国内線）

ピーク時における駐車率
（立体駐車場で) 

ピーク時における停車率
（到着階で）

貨物上屋面積の所要規模に
対する超過率

空コンテナ置場の所要規模に
対する超過率

チェックインなど諸手続きでの
待ち時間（国際線）

着陸後の待ち時間

ボーディングブリッジ利用率

待合室における混雑率（国内線）

待合室における混雑率（国際線）

33回/時
370～380回/日

10～15分

10～15分

90%以上

10分

100%以下

10分

100%以下

100%以下

100%以下

100%以下

100%以下

予約の取りにくさ

ピーク時で33回/時
343回/日

6分程度（ピーク時）

1分程度（ピーク時）

最大12分（夏季ピーク）

60%（夏季ピーク）

最大18分（2便重なる時）

100%超

78%（夏季ピーク）

100%超（夏季ピーク）

120%（年平均）

160%（年平均）

年平均約65%
夏季ピーク約75%

国内線91%

国際線0%

33回/時が7時間発生
375～431回/日

国内線90％未満

国際線0％

年平均約65～75％
夏季ピーク時約80～95％

7～8分程度（ピーク時）

現状と同程度（ピーク時）

20分程度（夏季ピーク）

90％程度（夏季ピーク）

現状と同程度

現状と同程度

80%（夏季ピーク）

現状より悪化（夏季ピーク）

190%～220％（年平均）

240%～280％（年平均）

5 那覇空港の能力限界が沖縄県経済に及ぼす影響

現在でも夏季ピーク時をはじめとして年間17万人の旅客

が、予約がとれず沖縄訪問を取り止めております。沖縄訪

問を取り止めることによる県経済の年間損失額を試算す

ると、現状においても約190億円に上っており、今後も県経

済の損失額が拡大していくことが予想されます。
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3 発着回数から見た空港能力
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4 将来の航空サービスの見通し
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旅客ターミナルビルおよび貨物ターミナル地区について

は、旧ターミナル地区を有効活用し、今後の需要に適切に

対応できるよう効率的な施設配置計画を行うとともに、手

順を踏んで施設を展開していく段階整備の検討を進めて

いきます。

現タ－ミナル地区内での機能向上が困難なことから、旧

ターミナル地区への移設に向けて取り組みます。

3

3 貨物タ－ミナル地区

今後の需要に対応するため、タ－ミナルビルの拡張や

固定スポットの増設に向けて取り組みを進めてい

きます。

1 国内線旅客タ－ミナルビル

施設が狭隘であり、旅客搭乗橋が設置されていない

等、利便性が低いことから、抜本的な整備に向けて早急

に取り組んでいきます。

2 国際線旅客タ－ミナルビル

●将来のターミナル配置案

誘導路A-0

誘導路E-2

誘導
路W
-2

誘
導
路
E
-
0

誘
導
路
E
-
1

誘
導
路
W-1

GSE
置場

総合庁舎

国内線旅客
ターミナルビル

立体
駐車場 駐車場バス

プール

国内線・国際線旅客

ターミナル拡張ゾーン

新貨物
ターミナル
展開ゾーン

ターミナル展開用地

総合的な調査の結果概要資料編

ステップ３  那覇空港の将来対応方策（複数の滑走路増設案選定および比較）3

1 概要

那覇空港については、これまでの調査結果から、現在の施

設のままでは、2010～2015年度頃には夏季を中心に航空旅

客需要の増加に対応できなくなるおそれがあると判明し

たことから、将来の航空需要に対応するため、滑走路の処

理容量を向上させるための将来対応方策について検討を

行いました。

2 将来対応方策の検討方法

将来対応方策として、現施設を一部改良し平行誘導路を二

重化する「有効活用方策」と滑走路増設により抜本的に処

理容量を向上させる「抜本的な空港能力向上方策」につい

て検討を行いました。

作成した将来対応方策案については、各案の特徴を把握する

ため、何も方策を講じない場合の「施策なし」を加えて、整備効果・

事業規模・周辺環境への影響の視点から比較を行いました。

施策なし

I 整備効果、I I事業規模、III 周辺環境への影響
将来対応方策案の比較

将来対応方策なし 将来対応方策あり

抜本的な

空港能力向上方策

滑走路増設

パターンの作成

滑走路増設

複数案の選定

有効活用

方策の検討

平行誘導路

の二重化

4 滑走路増設案の検討

以後の検討は、滑走路長を現調査段階で想定される最

大規模の3000ｍとし、また、空港拡張用地は50ha必要と

想定し効果や影響について比較検討を行いました。

なお、前提条件については、関係者との調整や今後の

詳細な検討により変更する可能性があります。

滑走路　3000m

●過走帯　60m 過走帯

航空機のオーバーラン等に備え、滑走路の両端に60ｍ設けます。

●滑走路端安全区域　90m

航空機の安全な運航のために過走帯からさらに90ｍ両端に設けます。

滑走路端
安全区域

航空機が滑走路から逸脱した場合などに備え、安全性を確保するため滑走路の中心線から両側に

150ｍ設けます。
●着陸帯

着陸帯

150 m

150 m

●前提条件

　滑走路増設案の作成にあたっては、下記事項を前提とし

て検討を行いました。

＊滑走路長：現在、那覇空港を利用しているすべての航空

機が離着陸可能な3000ｍを最大長さとする

＊展開用地：滑走路増設に伴い、必要となるエプロンや旅客・

貨物ターミナル施設等の用地確保

●滑走路に関連する施設

3 有効活用方策の検討6 ターミナル地区の整備

那覇空港では、旅客ターミナルビルが滑走路の北端に位置

し、かつ、平行誘導路が１本しかありません。このため、滑

走路に着陸した後ターミナルビルへ向かう航空機と、離陸

のため滑走路へ向かう出発機が、平行誘導路上で鉢合わせ

になる可能性があります。これを避けるため、着陸した航

空機は滑走路の末端まで走行しなければならず、結果とし

て、滑走路を長く占有することから、滑走路処理容量が小

さくなります。

そこで、旅客ターミナル前面エプロンの駐機配置変更によ

り平行誘導路部分における到着機と出発機を分離する（平

行誘導路二重化）ことにより滑走路処理能力の向上を図る

方策について検討を行いました。

●現状

※到着機は、出発機と走行ルートの輻輳を避けるため、より末

端側の誘導路から離脱。

滑走路

平行誘導路1

●施策後（平行誘導路二重化）

※到着機と出発機の走行ルートが分離されるため、到着機は

よりはやく滑走路から離脱。

滑走路

平行誘導路2

平行誘導路1

N

N

ターミナルビル

ターミナルビル

滑走路占有時間が長くなる

滑走路占有時間が短くなる
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て、滑走路を長く占有することから、滑走路処理容量が小

さくなります。

そこで、旅客ターミナル前面エプロンの駐機配置変更によ

り平行誘導路部分における到着機と出発機を分離する（平

行誘導路二重化）ことにより滑走路処理能力の向上を図る

方策について検討を行いました。

●現状

※到着機は、出発機と走行ルートの輻輳を避けるため、より末

端側の誘導路から離脱。

滑走路

平行誘導路1

●施策後（平行誘導路二重化）

※到着機と出発機の走行ルートが分離されるため、到着機は

よりはやく滑走路から離脱。

滑走路

平行誘導路2

平行誘導路1

N

N

ターミナルビル

ターミナルビル

滑走路占有時間が長くなる
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●滑走路増設案の作成

　滑走路が２本以上ある場合、滑走路の間隔によって管制方式が異なります。そこで、滑走路増設案の作成にあたっては、滑走路間

隔を４ケース、また、南北方向については３ケース設定して、下記組み合わせのとおり１２の滑走路増設パターンを作成しました。

●将来対応方策案の選定

　作成した12の滑走路増設パターンについて、「日発着回数」、

「地上走行距離」、「概算事業費」、「瀬長島への影響」の４

つの指標に基づき比較評価を行い、滑走路増設案を３案

（1310ｍ案、930ｍ、210ｍ案）選定しました。

●将来対応方策案の比較

　選定された滑走路増設３案と平行誘導路の二重化につい

て、各案の特徴を把握するため、対応策を実施しない「施策

なし」もあわせて比較を行いました。

　将来対応方策案の比較にあたっては、事業の必要性や候補

地の比較、計画の妥当性に加え、事業の効果や地域の環境

への影響の見通しなど様々な視点から総合的に評価する

必要があることから、「整備効果の視点」「事業規模の視点」

「周辺環境への影響の視点」の３つの視点を設定して、比較

検討を行いました。

滑走路間隔４ケース

●1310m（オープンパラレル、独立運用可）

●930m（クロースパラレル、瀬長島影響に配慮）

●760m（クロースパラレル、原則同時離陸可）

●210m（クロースパラレル、最小間隔）

南北方向の配置３ケース

●南寄せ（南限配置）

●両端合わせ（現滑走路と同配置）

●北寄せ（北限配置）

●将来対応方策案の比較の視点及び項目

発着回数

ピーク時発着可能回数

地上走行距離

潮流・水質・底質

人と自然との触れあい活動

歴史的・文化的環境

評価の視点 評価項目 評価の概要

経済効果

空港能力

概算事業費

概算工期

埋立規模

航空機騒音

水環境

生物

社会的環境

利便性

整
備
効
果
の
視
点

事
業
規
模
の
視
点

周
辺
環
境
へ
の
影
響
の
視
点

埋立面積

海域消失面積

航空機が着陸してからスポットインまでの地上走行距離で比較検討

1時間あたりの滑走路処理容量を比較検討

滑走路増設に伴い、期待できる入域客による県経済への影響について比較検討

夏期ピーク日（2030年）における需要予測値と処理能力との関連を比較検討

滑走路・連絡誘導路とその関連用地に加え、展開用地等に係る建設費や

付帯施設に係る整備費で比較検討

準備工事から護岸工事や埋立工事、舗装等上物工事を経て

完成に至る期間を比較検討

増設滑走路や展開用地のために必要となる埋立地の面積を比較検討

滑走路処理能力の上限値に対応した騒音影響について比較検討

滑走路増設に伴う周辺海域における潮流、水質、底質の変化の程度を比較検討

埋立による直接改変や残される海域等への間接的影響について比較検討

瀬長島や大嶺崎への直接影響や、干潟への直接的影響及び立ち入り制限等に伴う

間接的影響について比較検討

瀬長島や大嶺崎の改変に伴う影響について比較検討

総合的な調査の結果概要資料編
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●日発着回数：1.3倍程度（現状比）
●ケース１は2020年代前半、
　ケース２は2020年代後半には対応不可

●日発着回数：1.03倍程度（現状比）
●ケース１及びケ－ス２は2010年代前半、　
　ケ－ス３は2010年代後半には対応不可

●日発着回数：1.0倍（現状どおり）
●需要予測値全ケースについて
　2010～2015年度に対応不可

●1310ｍ案、930ｍ案について現／増設滑走路間に展開用地を造成

  （埋立護岸の整備費用が節減）
●埋立てない

●増設滑走路の沖側で展開用地を造成

　（埋立護岸の整備を実施）

●増設滑走路が西側民航施設等にかかり移設

　用地の確保も必要

220ha 200ha 90ha0ha-

10年 10年 7年3年-

2,400億円 2,500億円※8 1,300億円50億円-

55回 55回 42回34回33回

3100m 2100m 2400m※61100m1100m

日発着回数

（夏季ピーク）

●日発着回数

　2030年までの需要予測値との比較

　夏季ピーク（８月）

2030年時

夏季ピーク月

の座席利用率

経済効果
2030年の

年間値

利便性

埋立規模
特性※10

概算面積

概算工期※9

概算事業費※7

地上走行距離※5

ピーク時の発着可能回数※1

需要予測ケ－ス１

需要予測ケ－ス２

需要予測ケ－ス３

需要予測ケース４

1,420億円

1,110億円

120億円

1,420億円

1,110億円

120億円

1,280億円

1,110億円

120億円

190億円

180億円

70億円

（損失額1,230億円）

（損失額　930億円）

（損失額　　50億円）

0円

0円

0円

需要予測ケース４については、現滑　 走路１本で対応可能となることから、滑走路増設分に係る効果は「０」となる。

（損失額1,420億円）

（損失額1,110億円）

（損失額　　120億円）

需要予測ケ－ス１

需要予測ケ－ス２

需要予測ケ－ス３

需要予測ケース４ 49％
ほとんどの便で

比較的容易に予約ができる。

55％
ほとんどの便で

比較的容易に予約ができる。

67％
ほとんどの便で

比較的容易に予約ができる。

70％
ほとんどの便で

比較的容易に予約ができる。

49％
ほとんどの便で

比較的容易に予約ができる。

55％
ほとんどの便で

比較的容易に予約ができる。

67％
ほとんどの便で

比較的容易に予約ができる。

70％
ほとんどの便で

比較的容易に予約ができる。

64％
ほとんどの便で

比較的容易に予約ができる。

71％
予約が取れないという

利用者の反応がでる。

86％
全便で予約を取る

ことが困難

93％ 全便でほぼ満席

78％

88％

100％超

100％超全便でほぼ満席

80％

91％

100％超 全便でほぼ満席

100％超

約75％

全便でほぼ満席

現状（2004年）
夏季ピーク時

（損失額140億円）

1310ｍ案 930ｍ案 210ｍ案平行誘導路の二重化

施策なし 抜本的な空港能力向上方策案� 有効活用方策案

将　来　対　応　方　策　案�  

●日発着回数：1.6倍程度（現状比）
●需要予測値４ケース全てに対応でき、かつ2030年以降の需要増にも対応可能

カッコ内は需
要予測ケース
毎に最大の経
済効果に対す
る差額を損失
額として記載

空港能力

評価項目� 評価結果� 

※1

整
備
効
果
の
視
点

発着回数（回／日）

2005

400

350

450

500

600

550

650

600～620

300
（年度）

需要予測ケース1

需要予測ケース2

需要予測ケース3

需要予測ケース4

● ●

▲ ▲

■ ■

× ×

●

●

▲

▲

■

■

×

×

●
▲

■×

●
▲

■
×

●

▲

■

×

2010 2015 2020 2025 2030

1310ｍ案

470～480 210案

380～390 平行誘導路の二重化
370～380

528
495

417
379

施策なし

930ｍ案

�

事
業
規
模
の
視
点

�

※3

※1／発着回数
　　 離着陸が交互に行われるとの運用形態のもと、管制
上の制約がないなど多くの仮定に基づき算定した試
算値で、実際の発着回数はこの試算値を下回る可能性
があります。�     

※2／将来の日発着回数
　 　需要予測結果から得られた民間航空機の日発着回数に
自衛隊機等の現状の平均的な１日あたりの発着回数
（84回／日）を加えて算出

※3／経済効果の試算方法
　 　●経済効果の試算にあたっては、日発着回数は上限値
を用い、搭乗率は現在夏季ピーク月の実績値（85%）を上
限値として算出

　 　●経済効果のうち直接効果については沖縄県入域客１
人当たりの消費額を72,421円★1と仮定して、入域客
増加数に乗じることで計測します。また波及効果は
平成12年沖縄県産業連関表（34部門分類表）を用いた産
業連関モデルにより計測しました。

　 　★1／平成17年版沖縄県観光要覧による（平成17年実績）。

　　 ●なお、平成17年の沖縄の観光収入は3,983億円となって
います。（観光収入は直接効果のみの値）

※4／座席利用率
●「月あたりの全利用客数」を「月あたりの全提供座席数」
で除して算出
●「月あたり全利用客数」は、需要予測により算出され
た路線別の年間利用者数を、路線別利用者数の月別分
布パターンで配分することにより算出
「月あたり全提供座席数」は、需要予測により算出され

た路線別便数構成をもとに、将来対応方策各案につい
て最大の日発着回数で運用したと仮定した場合の各路
線の便数を求め、１ヶ月間の提供座席数（＝日便数×平
均提供座席数）として算出

※5／地上走行距離
　　　航空機が増設滑走路に着陸してから、スポットイン
までに地上を走行する距離

※6／210ｍ案は着陸機が一旦沖側誘導路に脱出するため、
地上走行距離が長くなる。

※7／概算事業費
　　　増設する滑走路・連絡誘導路とその用地に加え、現滑
走路の平行誘導路の二重化や展開用地等の建設費、
移転補償費、照明設備や付帯施設に係る整備費が含
まれる。

※8／930ｍ案は1310ｍ案に比べ北側の水深が深い位置に配
置されるため、事業費が高くなる。

※9／概算工期
　 　準備工（仮設道路等の整備）の作業を開始とし、護岸
工事や埋立工事、舗装等上物工事を経て完成に至る
までの期間

　　 なお、漁業補償や環境アセスメント等の手続きに関
する期間は別途必要

※10／特性
　 　将来対応方策各案について、滑走路等の基本施設や展開
用地のために必要になる埋立地の造成面積や整備の効
率性、既存施設へ与える影響等について概要を比較検討

ＰＩステップ２で検討した那覇空港

の将来の日発着回数※２と、将来対応

方策各案で処理できる日発着回数に

ついての比較検討

○日発着回数の試算にあたっての前提条件

【滑走路の運用方法】

今回の試算では、増設滑走路を着陸専用、現滑走路を離陸専用とした運用方法で、出発と到着が

交互にすきまなく連続するものと想定。

なお、実際の運用方法については、最も効率的に運用ができるよう空域の調整、飛行方式の決定

など、関係機関と調整を図り、詳細に検討を進めていくことになる。

【飛行経路】

本調査では、前提条件とした運用方法が可能となる飛行経路が確保できるものとして検討を行った。

なお、飛行経路の確保については、今後、米軍空域や嘉手納飛行場との関係などを踏まえ検討を

進めていく。

各案の比較

整備効果の視点�

事業規模の視点�

※4

予約環境
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予約が取れないという

利用者の反応がでる。

全便でほぼ満席
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利用者の反応がでる。
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ことが困難

全便でほぼ満席
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各案の比較

歴史的・文化的環境

人と自然との

ふれあい活動

海域消失面積

海　　域

陸　　域

潮　　流

水　　質

底　　質

航空機騒音�

社会的環境

生 　 物

水 環 境

評価項目� 評価結果� 

瀬長島、大嶺崎周辺区域、

周辺干潟域への影響

【瀬長島】 瀬長島の一部が制限表面に抵触するため、一部利用が制限される可

能性がある。

【大嶺崎周辺区域】 空港用地化により大嶺崎周辺区域は利用できなくなる。

【干潟】 一部利用不可／直接的影響により瀬長島から大嶺崎にかけての干潟

の一部が利用できなくなる。

間接的影響として、瀬長島から増設滑走路にかけての干潟で、立ち入り制限等

の規制がかかる可能性がある。

【直接的影響】 他案に比べ海域生物の生息場に及ぼす影響は小さい。

●大嶺崎北側のサンゴ礁の一部に増設滑走路が配置されるが、他の案に比べ、　

　海域生物の生息場に及ぼす影響は小さいと考えられる。

【間接的影響】 海域生物の生息環境の変化は比較的小さい。

●埋立面積が小さく、干潟域の消失が他案に比べ小さい。

●潮流や底質環境の変化も比較的小さい。

　　以上のことから海域生物の生息環境の変化は比較的小さいと考えられる。

【瀬長島・大嶺崎周辺区域】 

影響あり／陸域生物の生息場となっている大嶺崎周辺区域の一部と瀬長島の

一部が改変される。

上図のとおり

●他案に比べ潮流や底質環境の変化は比較的小さい。

【瀬長島】 影響なし

【大嶺崎周辺区域】 影響あり／埋立に伴い拝所１カ所改変。その他の区域につ

いても、展開用地との一体的利用に伴い何らかの改変が生じる。

【瀬長島】 影響なし

【大嶺崎周辺区域】 影響あり／滑走路配置に伴い拝所１カ所改変、大嶺部落跡

の一部が改変。その他の区域についても展開用地との一体的利用に伴い何らかの

改変が生じる。

【瀬長島】 一部影響あり／制限表面に抵触するため一部を切り取る必要があ

り、瀬長グスクが一部改変。　

【大嶺崎周辺区域】 影響あり／滑走路配置に伴い、拝所５カ所改変、大嶺部落跡

が一部改変。その他の区域についても展開用地との一体的利用に伴い何らかの改

変が生じる。

0 100 200 300 400 500 560 0 20 40 60 80 90 0 100 200 300 400 410

●サンゴ／全分布面積約 560ha ●藻場／全分布面積 約90ha ●干潟／全分布面積約 410ha
より沖合に滑走路を

増設すれば、サンゴ

や藻場、干潟への影

響が比較的大きくな

ります。

将来対応方策案　

� �  ※有効活用方策案および施策なしについては、周辺環境への影響は現状と変わりません。

10％未満
10～30％未満
30～50％未満

10％未満
10～30％未満

滑走路増設案

展開用地

増設滑走路配置により
直接的影響を受ける範囲

サンゴ被度

滑走路増設案
展開用地

藻場被度

上図のとおり

●陸域からの流入負荷が無いことから、水質(COD）については、現状（ 1.5mg / L程度）との大きな差はみられない。

●流速の変化に伴い瀬長島と増設滑走路との間の底質が砂質化する可能性 がある。

●増設滑走路の南側誘導路付近や瀬長島の北側では、砂やシルト分の堆積 傾向が懸念される。 

【直接的影響】他案に比べ海域生物への影響が懸念される。

●瀬長島沖側のサンゴ礁及び大嶺崎沖側の藻場の一部に増設滑走路が配置 されることから、他の案に比べ海域生物の生息場への影響が懸念される。

【間接的影響】砂質化・堆積傾向による海域生物の生息環境が変化する。

●瀬長島と増設滑走路との間の海域で流速の増加が予測され、底質の砂質化 が懸念される。

●増設滑走路の南側誘導路付近や瀬長島の北側では、砂やシルト分の堆積 傾向が懸念される。

　　以上のことから海域生物の生息環境が変化すると考えられる。

【瀬長島】 影響なし／直接的改変なし

【大嶺崎周辺区域】 利用不可／空港用地化により大嶺崎周辺区域は利用が できなくなる。

【干潟】一部利用不可／直接的影響により増設滑走路が干潟の一部にか かるため、一部利用できなくなる。

　　　 間接的影響として、瀬長島から増設滑走路にかけての干潟で、 立ち入り制限等の規制がかかる可能性がある。

【瀬長島】 影響なし／直接的影響なし

【大嶺崎周辺区域】 影響あり／陸域生物の生息場となっている大嶺崎周辺 区域の一部が改変される。
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環
境
へ
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影
響
の
視
点

干潟

干潟

干潟

瀬長島 瀬長島

瀬長島の一部改変

砂・泥の堆積傾向が懸念
他の案と比較し、潮流、底質環境の変化は小さい

1310ｍ案 930ｍ案 210ｍ案

流速の増加

大嶺崎周辺区域の一部改変

底質が砂質化
する可能性

砂・泥の
堆積傾向が懸念

干潟の一部消失

干潟の一部消失

大嶺崎周辺区域の一部改変

大嶺崎
周辺区域

大嶺崎
周辺区域

大嶺崎周辺区域大嶺崎
周辺区域

大嶺崎
周辺区域

大嶺崎周辺区域

大嶺崎周辺区域の一部改変

干潟の一部消失

�

流速の増加

沖側に滑走路を増設することから、発着回数の増加に伴う顕著な

影響はみられず、現状と同程度と考えられる。�

周辺環境への

影響の視点

�

総合的な調査の結果概要資料編
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